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石積擁壁崩落箇所（中田原地内）

日
本
大
震
災

～
あ
の
日
か
ら
10
年
～

よ
り
強
く
芽
生
え
た

　「
防
災
意
識
」
と
「
助
け
合
い
の
精
神
」

東
特集

御亭山から見た大田原市街地

◆地震の概要（気象庁情報）
　発生日時
　 平成23年３月11日　午後２時46分
　震源および規模（推定）
　三陸沖（北緯38.1度、東経142.9度）
　深さ24㎞、モーメントマグニチュード Mw９．０
　各地の震度（震度６弱以上）
　震度７　宮城県北部
　震度６強　 宮城県南部・中部、福島県中通り・浜通り、
　茨城県北部・南部、栃木県北部・南部
　震度６弱　岩手県沿岸南部・内陸北部・内陸南部、福
　島県会津、群馬県南部、埼玉県南部、千葉県北西部

◆津波の概要（気象庁情報）
　津波の観測値（検潮所）
　・えりも町庶野　最大波３．５m
　・宮古　　　　　最大波８．５m 以上
　・大船渡　　　　最大波８．０m 以上
　・釜石　　　　　最大波４．２m 以上
　・石巻市鮎川　　最大波８．６m 以上
　・相馬　　　　　最大波９．３m 以上
　・大洗　　　　　最大波４．０m

出典：令和２年３月10日 内閣府緊急災害対策本部 発表資料
　　　『平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）について』

東北地方太平洋沖地震の概要

　平成23年３月11日午後２時46分、三陸沖を震源とするマグニ
チュード9.0を記録した大地震は、建物を倒壊させ、太平洋沿岸地域
に津波を引き起こすなど、日本各地に大きな爪痕を残しました。
　震源から遠く離れた本市でも、地震の揺れによる被害が数多く発
生しました。
　時間の経過とともに当時の記憶が薄れ行くなか、全国各地では局
地的豪雨や大雪、大型台風、噴火などの災害が多発しています。
　今後も起こり得るであろう自然災害に対し、私たちはあの時の経
験を忘れずに、防災対策に活かしていかなければなりません。
　そこで、今回は東日本大震災を振り返り、あの経験から何を学び、
防災対策にどう活かしてきたかを特集します。

　総務課　　　　６階　　（２３）８７０２　　　　危機管理課　　３階　　（２３）１１１５

◆全国の被害状況（消防庁情報）
　人的被害
　・死者　　　　１９，７２９名※震災関連の死者を含む
　・行方不明　　　２，５５９名
　・負傷者　　　　６，２３３名
　住家被害
　・全壊　　　１２１，９９６戸
　・半壊　　　２８２，９４１戸
　・一部破損　７４８，４６１戸
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　本市では、震度６強を観測し、多くの家屋が損壊したほか、本庁舎をはじめとする公共施設や道路、
水道施設、農業用施設なども被害を受け、水道、電気といったライフラインも一時寸断されました。

●道路
　路面の亀裂や段差、民家の石塀の倒壊が市内各
所で発生し、交通に支障が生じました。

●水道施設
　大田原配水池や佐久山配水池の水道管が破損す
るなど水道施設も多くの被害を受け、市内の広範
囲で断水や水の濁りなどが発生しました。

●教育施設
　各小中学校は、天井板や外壁板の落下、柱の亀
裂など大きな被害を受けました。中でも湯津上中
学校屋内運動場は耐震補強を含む大規模な修復が
必要となりました。平成25年度末までには、被害
を受けたすべての小中学校の復旧が完了しました。

●震災廃棄物
　瓦、大谷石、木材などの廃棄物は、市内の数
か所に一時保管しなければならないほど大量に
発生しました。
　東日本大震災により大量に発生した瓦は、粉
砕し植樹帯に敷き防草材の役割を持った「テコ
ラ」として再利用しました。

●放射性物質による汚染
　東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発
電所の事故により放射性物質が放出されたことか
ら、市民の皆さまの健康や生活環境への影響を速
やかに低減することが喫緊の課題となりました。
　市は、平成28年１月に、除染実施計画に掲げ
た数値目標を達成し除染が完了しました。現在も
放射性物質汚染状況マップを作成し、市のホーム
ページで公表しています。

●農産物への影響
　農産物の一部から放射性物質が検出されたことに
伴い、特定の農産物の出荷停止などの被害が発生しま
した。栃木県では、食品ごとのモニタリング検査を実
施し、ホームページで公表しています。県内の一部の
農産物においては、現在も出荷停止が続いています。
　原発事故による放射性物質の汚染の懸念から、本
市の農産物に風評被害をもたらしました。放射線に
関する正しい理解と風評被害を払拭するための取り
組みとして、平成24年に「農産物安全・安心キャン
ペーン」を展開しました。

●その他、生活への影響
　大幅な電力不足が生じたことから「計画停電」が
行われました。ガソリンなど石油製品の供給量が
一時的に減少し、緊急車両への優先供給や、ガソ
リンスタンドに給油待ちの長蛇の列ができました。

本市の被害状況

地震発生後の旧庁舎

敷設された「テコラ」
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●防災拠点としての本庁舎
　東日本大震災では、当時の本庁舎が大
きく損壊し、建て直しを余儀なくされま
した。
　平成31年１月から業務を開始した現在
の本庁舎は、十分な耐震性を備え、地震発
生時の行政機能の維持とあわせて、防災活
動拠点としての機能や災害対策本部機能
を充実することとしました。
　本庁舎は、免震装置を備えた構造とし、
庁舎内には、災害対策本部となる会議室
を設置しました。また、非常用自家発電
機の設置により、災害対策本部などの庁
舎内一部のエリアに対し、停電後約72時
間電力を供給することができます。

●緊急時の市の対応（業務継続計画について）
　大規模な災害が発生したときには、市民の皆さまの生命を守り、または市民生活を維持するために中断
することができない業務に職員を重点的に投入する一方で、市民生活に与える影響が比較的少ない業務は、
縮小または休止することになります。
　このため、市役所のそれぞれの業務について、あらかじめ継続、縮小および休止する業務を選定し、休
止した業務の再開時期の目安などを定めた業務継続計画を策定しました。

東京都江東区
平成18年１月

千葉県成田市
平成29年５月

埼玉県蕨市　
平成25年12月

北海道広尾郡大樹町
平成30年９月

埼玉県草加市
平成27年11月

岩手県久慈市
平成30年10月

宮崎県東臼杵郡椎葉村
平成28年11月

福島県白河市
令和２年９月

復興と災害対策
●各種防災協定の締結について
　東日本大震災では、多くの自治体、企業、個人からさまざまな救援物資の支援をいただき、被災者の救
援に役立てられました。市は、防災力・減災力の強化を目指して、自治体や民間団体と防災に関する協定
を結んでいます。これまで協定締結都市との交流事業として、それぞれの自治体で実施する防災訓練への
職員の相互派遣などを行い、平時からの相互応援態勢の構築に努めています。
　また、自治体にはない専門的な技術や知識、資機材を持つさまざまな業種の18の民間団体と協定を結び、
災害時において迅速に応急対応を行えるよう防災力の強化を図っています。

免震装置 災害対策本部

【協定締結都市】
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東
日
本
大
震
災
に
よ
る
傷
跡
が
消
え
つ
つ
あ
る
一
方
、
近
年

で
は
全
国
各
地
で
想
定
を
上
回
る
激
甚
災
害
が
頻
発
し
、
こ
れ

ま
で
災
害
が
発
生
し
な
い
と
思
わ
れ
て
き
た
地
域
で
も
災
害
が

発
生
す
る
な
ど
、
自
然
災
害
の
脅
威
は
増
加
の
一
途
を
た
ど
っ

て
お
り
、
災
害
へ
の
備
え
は
重
要
性
を
増
し
て
い
ま
す
。

　

東
日
本
大
震
災
を
は
じ
め
と
す
る
多
く
の
大
規
模
災
害

の
教
訓
、
ま
た
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
拡
大
を

踏
ま
え
、
こ
れ
か
ら
の
防
災
対
策
に
つ
い
て
紹
介
し
ま
す
。

●
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
で
知
る
災
害
危
険
性

　

頻
発
・
激
甚
化
す
る
災
害
か
ら
命
を
守
る
た
め
に
は
、

地
域
の
皆
さ
ま
一
人
ひ
と
り
が「
自
ら
の
命
は
自
ら
が
守

る
」と
い
う「
自
助
」の
意
識
を
持
つ
こ
と
が
重
要
で
す
。
そ

の
た
め
に
は
、
身
近
に
起
き
る
災
害
を
知
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。
そ
の
際
に
参
考
と
し
て
い
た
だ
き
た
い
の
が「
ハ

ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
」で
す
。

　

ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
と
は
、
お
住
ま
い
の
地
域
の
災
害
危

険
性
を
地
図
に
表
し
た
も
の
で
す
。

　

本
市
は
、
栃
木
県
が
東
日
本
大
震
災
後
に
行
っ
た
地
震

被
害
想
定
調
査
を
基
に「
揺
れ
や
す
さ
マ
ッ
プ
」を
作
成
、

「
土
砂
災
害
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
」「
洪
水
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
」

と
合
わ
せ
て
、「
大
田
原
市
防
災
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
」と
し

て
一
冊
の
冊
子
に
し
て
全
戸
配
布
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
近
年
頻
発
し
て
い
る
浸
水
害
を
受
け
、
洪
水
ハ

ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
を
千
年
に
一
度
の
大
雨
を
想
定
し
た
も
の

に
改
訂
し
ま
し
た
。

　

今
後
は
、
こ
れ
ま
で
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
対
象
で
な
か
っ

た
中
小
河
川
や
ダ
ム
の
下
流
域
、
た
め
池
に
つ
い
て
の
ハ

ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
を
作
成
・
公
表
す
る
予
定
で
す
。

●
防
災
行
政
無
線
シ
ス
テ
ム

　

東
日
本
大
震
災
か
ら
10
年
を
迎
え
た
今
年
、
市
民
の
皆

さ
ま
へ
避
難
情
報
な
ど
を
お
伝
え
す
る
新
た
な
防
災
行
政

無
線
シ
ス
テ
ム
を
整
備
し
て
お
り
、
令
和
３
年
４
月
か
ら

運
用
を
開
始
し
ま
す
。

　
　

　

　

新
た
な
シ
ス
テ
ム
は
、
市
内
全
域
に
屋
外
ス
ピ
ー
カ
ー

を
整
備
し
、
地
域
の
方
々
へ
よ
り
細
や
か
な
情
報
を
お
伝

え
し
ま
す
。

　

シ
ス
テ
ム
の
内
容
に
つ
い
て
は
、
広
報
お
お
た
わ
ら
１

月
号
19
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

●
ウ
ィ
ズ
コ
ロ
ナ
で
の
防
災

　

コ
ロ
ナ
禍
に
発
生
す
る
災
害
に
お
い
て
は
、
避
難
所
へ

の
避
難
で
感
染
す
る
危
険
性
が
あ
り
ま
す
。
安
全
な
場
所

に
い
る
人
は
避
難
所
に
行
く
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
で
避
難
の
必
要
性
を
確
認
し
、
避
難

が
必
要
な
方
は
次
の
順
で
避
難
先
を
検
討
し
ま
し
ょ
う
。

①
安
全
な
親
戚
・
知
人
宅

②
地
区
の
公
民
館
な
ど

③
市
が
開
設
す
る
避
難
所

●
避
難
の
際
の
持
ち
出
し
品

　

貴
重
品
類
、
食
品
類
、
生
活
用
品
、
常
備
薬
な
ど
に
加
え
、

コ
ロ
ナ
禍
で
は
、
手
指
消
毒
液
や
マ
ス
ク
な
ど
の
感
染
症

対
策
用
品
を
準
備
し
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

●
避
難
情
報
の
収
集

　

市
は
、
避
難
に
関
す
る
情
報
を
発
信
可
能
な
あ
ら
ゆ
る

手
段
で
発
信
し
ま
す
。
テ
レ
ビ
や
ラ
ジ
オ
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
、
よ
い
ち
メ
ー
ル
お
よ
び
防
災
行
政
無
線
で
避
難
の
判

断
を
行
う
た
め
の
情
報
を
積
極
的
に
取
得
し
ま
し
ょ
う
。

こ
れ
か
ら
の
防
災
対
策

よいちメール

河川監視カメラ

ハザードマップ

防災行政無線システム

防災行政無線システム
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自
主
防
災
組
織
と
は
、
い
つ
起
こ
る
か
わ

か
ら
な
い
災
害
に
備
え
て
、
市
民
の
皆
さ
ま

が「
自
分
た
ち
の
地
域
は
自
分
た
ち
で
守
ろ

う
」と
い
う
連
帯
感
に
基
づ
き
自
主
的
に
結

成
す
る
組
織
で
す
。
公
的
機
関
と
協
働
し
て

「
防
災
教
育
」「
避
難
行
動
要
支
援
者
対
策
」

「
避
難
所
運
営
」の
役
割
を
担
う
こ
と
が
期
待

さ
れ
て
い
ま
す
。

　

特
に
、
コ
ロ
ナ
禍
に
お
い
て
は
、
避
難
先

の
分
散
化
が
重
要
で
あ
り
、
自
主
防
災
組
織

に
よ
る
自
主
的
な
避
難
所
運
営
が
一
層
求
め

ら
れ
ま
す
。

●
地
域
住
民
に
よ
る
助
け
合
い

　

阪
神
淡
路
大
震
災
の
救
助
の
８
割
が
、
家

族
や
近
所
の
住
民
に
よ
る
も
の
だ
っ
た
こ
と

か
ら
組
織
化
が
進
み
、
東
日
本
大
震
災
の
際

に
は
自
主
防
災
組
織
に
よ
る
避
難
誘
導
や
避

難
所
運
営
な
ど
の
活
動
事
例
が
多
数
報
告
さ

れ
て
い
ま
す
。

●
自
主
防
災
組
織
の
結
成
状
況

　

市
は
、
自
主
防
災
組
織
結
成
に
よ
る
自

主
的
な
防
災
活
動
を
推
進
し
て
い
ま
す
。
平

成
10
年
に
本
市
第
１
号
と
な
る
寺
町
自
主
防

災
会
が
結
成
さ
れ
て
か
ら
平
成
23
年
３
月
の

東
日
本
大
震
災
ま
で
の
13
年
間
で
組
織
さ

れ
た
自
主
防
災
組
織
は
22
組
織（
22
自
治
会

区
）で
し
た
が
、
東
日
本
大
震
災
以
降
に
88

組
織（
１
０
１
自
治
会
区
）が
結
成
さ
れ
ま
し

た
。
現
在
、
全
１
６
９
自
治
会
区
の
う
ち
、

１
２
３
自
治
会
区
に
自
主
防
災
組
織
が
あ
り
、

防
災
訓
練
や
防
災
啓
発
活
動
を
実
施
す
る
な

ど
各
組
織
独
自
の
取
り
組
み
を
行
っ
て
い
ま

す
。

　

令
和
元
年
東
日
本
台
風
の
際
に
は
、
片
田

自
主
防
災
会
を
は
じ
め
、
多
く
の
自
主
防
災

組
織
が
自
主
避
難
所
を
開
設
す
る
な
ど
の
活

動
を
行
い
ま
し
た
。

　

す
べ
て
の
自
治
会
で
組
織
さ
れ
る
よ
う
、

引
き
続
き
結
成
の
支
援
を
行
っ
て
ま
い
り
ま

す
。

　市社会福祉協議会では、「災害ボランティアセンター」を
設置し、東日本大震災発災から約８か月の間、ボランティ
アのマッチングによる被災者支援を行いました（写真右
上）。さらに、津波被害を受けた福島県いわき市へ計７回の
市民有志によるボランティア派遣を行いました。
　これらの経験から、平成26年度に災害ボランティアセン
ターの運営に関する協定を各関係機関と結びました。これ
により、あらゆるニーズが同時多発的に噴出する発災時に、
市社協だけでなくさまざまな団体が協働することで、多様
な視点と専門性をもった被災者支援を迅速に行うことが可
能になります。また、定期的に運営連絡会を開催し、各団
体の特徴、強み、発災時の動き、支援方法などの情報を交
換し、平時からの関係づくりを大切にしています。
　さらに、市民の皆さまを対象とした、「災害ボランティア
講座」「災害ボランティアセンター運営訓練」を開催してい
ます（写真下）。災害ボランティアセンターの運営には、ボ
ランティアの皆さまの協力が不可欠です。日頃の地域活動
や住民同士の連携が、有事の際の支援活動の大きな力にな
ります。また、災害ボランティアセンターの役割などを知
ることで、防災・減災意識の向上を図っています。

「災害ボランティアセンター」の設置

自
主
防
災
組
織自主防災組織による訓練の様子

自主防災組織による訓練の様子


